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「行方不明にならずに安心して外出を続けられるまちづくりの推進」

目 的

概 要

主な事業内容

主な事業結果・成果

令和５年度
研究事業概要

１.見守り・SOS体制づくりに関する今日的課題と課題

 解消にむけた要点（右表）

・ 各自治体で行方不明を防ぐための様ざまな事業や

 取組がなされ、行政担当者や推進員、関係者等が

相当な時間や労力を投入している一方、A.基盤作り、

 B.実際の活動（アクション)の両面に関して多様な課

 題が確認 された。

・特に、「B1当事者の声や視点による見直しと具体的

改善」や「B2統計の整備・共有・活用」、「B3.自治体

 での推進事務局・コアチーム」に関する課題が、他

 の課題が生じる誘因となり、見守り・SOS体制全体が

 効果的に機能せず持続発展していかない重要課題

 であることが示唆された。

２．行方不明にならずに安心して外出を続けられるまちづくり全国フォーラムの開催（2024年3月22日 zoom）

 ・行政担当者、認知症地域支援推進員、地域包括支援センター

 職員、生活支援コーディネーター等650名が参加。

 ・重点課題に即して、5名（チーム）による報告と討議を行った。

 ・参加者アンケート結果

「非常に参考になった」が59.4%、「参考になった」が40.6%。

「本人の声や力を活かし備える発想や方法を取り入れたい」、

「毎年の繰り返しではなく、見直しと改善を図りたい」、「部分的

取組では限界。関係者にも今日の情報を共有し、分野横断の

体制づくりをすべき時期」等、前向きな意見が多数寄せられた。

認知症 行方不明を防ぐ全国フォーラム2023

Tokyo Center for Dementia Care Research and Practices 
社会福祉法人浴風会

認知症介護研究・研修東京センター

事業の成果物は、
DCネットから

検 索

「 た だ い ま ！ 」 が か な え ら れ る ま ち を 、 と も に

＜ まとめ＞ 基本法が施行され、行方不明に関する取組も、本人不在の問題対処・縦割り型のアプローチから、本人の声と

力を活かした外出継続の可能性を分野横断で追究する統合的アプローチに転換することが急務だ。自治体・関係者の多数

が、課題解消の要点、実践例の情報を得ることで、改善に積極的に取組み始めることが確認された。今後、各市区町村にお

いて体系的な見直しと行方不明解消に向けた本格的な推進が必要であり、広域も含めた推進体制の整備が急務である。

◇各自治体において認知症の人の行方不明を防ぐための見守り・SOS体制作りが進みつつあるが、年間の行方

不明者数の増加が続いており、より効果的な体制作りが急務となっている。

◇本研究では、 見守り・SOS体制作りに関する今日的課題及び課題解消に向けた要点を検討し、自治体における

 見守り・SOS体制作りの見直し・強化を推進することを目的とする。

１．認知症地域支援推進員活動の関連情報、web情報をもとに、自治体における見守り・SOS時に関する取組み

情報を収集・集約し、「見守り・SOS体制づくり基本パッケージ・ガイド（東京センター）」の全体構造をもとに、

課題の整理及び課題解消に向けた要点の検討を実施。

２．１をもとに、課題解消に向けた取組みを実施している自治体の担当者及び関係者による報告、及び解消に向

けた要点を提起する全国フォーラムを開催。参加者アンケートを実施した。

３．報告資料・関連情報、報告動画を、DCネットに掲載。

https://suishinin.jp/suishinin/suishinin_event/event_No4-1.php
https://suishinin.jp/suishinin/suishinin_event/event_No4-1.php
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